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1.実証実験概要

1. 実証実験概要

1.1 実証実験の目的

現状一宮市様における特別徴収に係る給与所得者異動届出（以下、「異動届」という。）の住民税システム

への入力業務においては、年間で入力する異動届約18,000件のうち、3月中旬から6月までの繁忙期に、約半数

の8,000件が集中している。

繁忙期では、通常期に対応する職員2名の他、臨時職員4名を増員して入力業務の対応をしているため、

RPA（※）の適用により、入力処理にかかる時間を削減することが可能か、実証実験にて確認を行う。

実証実験で効果を得られた場合は、構築したRPAを実用化し、削減した事務処理にかかる時間を住民サービ

スに充てることで、更なる住民サービス向上の実現をめざす。

（※）「ロボティック・プロセス・オートメーション」の略称。ルールエンジン、人工知能、機械学習など

の認知技術を用いて、業務を代行する。（本実証実験では、RPAソフトとしてUiPath株式会社の

UiPathを使用する。詳細は https://www.uipath.com/ja 参照）

1.2 対象とした事務の概要

異動届とは、企業の従業員が退職などの理由により給与の支払を受けなくなった場合に、事業所から市町村

宛に提出されるものであり、この提出を受けることで、住民税の納付方法が変更されるものである。

異動届は、地方税法で定められた様式により、郵送で提出されるものと、地方税ポータルシステムから送ら

れてくる電子データの2種類がある。電子データについては、地方税ポータルシステムから法定様式の異動届

を印刷しているため、全て紙の異動届を基に、住民税システムへ納付方法変更のオンライン入力をしている。

住民税システムへのオンライン入力は、繁忙期の一定期間において、現年度分の入力後に翌年度分や課税支

援システム（※）にも入力が必要な場合があり、1件の異動届に対して最大3重のオンライン入力が発生する。

（図-1参照）

（※）申告受付、給与支払い報告書および確定申告書の取り込み、イメージ保管などで利用するサブシステム
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①毎年4月下旬に特別徴収賦課計算を実施後、5月下旬に普通徴収賦課計算を実施するまでの期間は、住民税システムに

　現年度と翌年度の課税情報を保持しており、異動届の内容を両方に反映させる必要があるため、2重入力が発生する。

②4月上旬に住民税システムの現年度データを課税支援システムに一括反映後、5月下旬に普通徴収賦課計算を実施するまで

　の期間は、賦課計算のために異動届の内容を課税支援システムにも反映させる必要があるため、2重入力が発生する。

⇒結果的に、4月下旬から5月下旬の期間は、3重入力が発生する。

図-1　異動届業務における多重入力のイメージ（平成30年の例）

https://www.uipath.com/ja
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2.現状分析

2. 現状分析

2.1 現状の作業内容

現状の異動届業務の作業内容を以下に示す。

(1)電子データの異動届を印刷する。

(2)郵送の異動届と(1)を合わせ、退職、転勤などの異動事由ごとに仕分ける。

(3)住民税システムで宛名番号を特定する。

(4)住民税システムで現年度を指定し、異動事由、異動年月日、徴収済額、徴収済月などの必要項目を入力

する。（繁忙期は臨時職員で対応）

(5)住民税システムで翌年度を指定し、異動事由、異動年月日、徴収済額（0円固定）、徴収済月（00固定）

などの必要項目を入力する。（繁忙期の一定期間で発生、臨時職員で対応）

(6)課税支援システムで、特別徴収区分、メモ情報などの必要項目を入力する 。

（繁忙期の一定期間で発生、臨時職員で対応）

※(3)～(6)を繰り返す

(7)住民税システムから入力分の確認帳票を出力し、異動届と照合する。

（課税支援システムへの入力分の確認は、6月初旬に一括処理で実施）

2.2 現状の業務フロー

現状の異動届業務のフローを図-2に示す。
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図-2　異動届業務のフロー（現状）
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2.3 現状の課題

異動届業務の現状の課題を以下のとおり整理した。

(1)年間に入力する異動届約18,000件のうち、退職や転勤が多く異動届業務の繁忙期となる3月中旬から6月

までの期間に、約半数の8,000件が集中し、さらに住民税賦課の繁忙期と時期が重なる。

(2)繁忙期のうち、4月上旬から5月下旬の期間で4,000件の多重入力が発生し、職員の大きな負担となって

いる。

・4月上旬から4月中旬の期間は、住民税システムの現年度と課税システムへの2重入力が発生する。

（平成30年度実績：4/12～4/20、950件）

・4月下旬から5月下旬の期間は、住民税システムの現年度と翌年度および課税システムへの3重入力が

発生する。（平成30年度実績：4/21～5/25、3,050件）

(3)多重入力が発生する期間においては、異動届業務のために、通常期に対応する職員2名の他、臨時職員4名

を増員している。

2.4 現状の処理件数および処理時間

多重入力が発生する期間における、異動届業務の作業時間を表-1に示す。
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2.現状分析

・期間：4/12～5/25（多重入力発生時期）

・異動届件数：4,000件 単位：(H)

2.1項の作業内容 作業者 作業時間

(1)電子データの異動届印刷 職員 2.7

(2)仕分け 職員 3.3

(3)～(6)住民税システム、課税支援システム入力 臨時職員 172.8

(7)確認帳票出力、照合 職員 22.2

計 － 201.0

表-1　異動届業務にかかる現状の作業時間
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3.RPAの適用

3. RPAの適用

異動届業務の繁忙期に発生する多重入力を解消するために、データ化した異動届を、RPAソフトがシステムに

自動入力するモデルを作成した。

3.1 RPA適用後の作業内容

RPA適用後の異動届業務の作業内容を以下に示す。（下線は現状業務からの変更箇所）

(1)電子データの異動届を印刷する。

(2)郵送の異動届と(1)を合わせ、退職、転勤など異動事由ごとに仕分けする。

(3)異動届を仕分けした束ごとにスキャニングし、TIFFデータを作成する。（※）

(4)OCRソフトを利用し、TIFFデータから記載内容を読み取り、CSVデータを生成する。 （※）

(5)RPAがCSVデータを読み込み、住民税システム現年度、翌年度および課税支援システムに自動入力する。

(6)エラーなどによりRPAが更新できなかった分を職員がオンライン入力する。

(7)住民税システムから入力分の確認帳票を出力し、異動届と照合する。

（課税支援システムへの入力分の確認は、6月初旬に一括処理で実施）

（※）今回実証実験の範囲外のため、他の実証実験で作成されたデータを使用

3.2 RPA適用後の業務フロー

RPA適用後の業務フローを図-3に示す。
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図-3　異動届業務のフロー（RPA適用後）
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3.3 RPAシナリオの概要

RPAモデルを検証するために作成したシナリオの概要を以下に示す。

5

3.RPAの適用

事前処理

異動届から入力に必要な項目を読み込み、CSVを作成する。

（今回は、他の実証実験で作成されたCSVを使用）

OCR

宛名特定

①CSVからデータを１件読み込む。異動届から入力に必要な項目を読み込み、CSVを作成する。

②読み込んだデータの情報を基に宛名情報を検索し、宛名番号を特定する。

③宛名番号を特定できた場合は、CSVに宛名番号を書き込む。

※①～③を繰り返し実行し、終了後にCSVを閉じる。

現年度入力

①CSVからデータを１件読み込む。（宛名番号がない場合は、次の1件を読み込む）

②住民税システムの対象者検索画面に遷移し、翌年度を指定後、CSVから読み込んだ宛名番号で検索する。

③登録処理画面に遷移し、読み込んだデータの情報を基に異動事由、異動年月日、徴収済額、（0円固定）、

徴収済月（00固定）などの項目を入力する。

④RPAによる整合性チェックを実施し、更新後、入力結果CSVに実行結果のログを書き込む。

※①～④を繰り返し実行し、終了後にCSVを閉じる。

翌年度入力

①CSVからデータを１件読み込む。（宛名番号がない場合は、次の1件を読み込む）

②住民税システムの対象者検索画面に遷移し、現年度を指定後、CSVから読み込んだ宛名番号で検索する。

③登録処理画面に遷移し、異動事由、異動年月日、徴収済額、徴収済月などの項目を入力する。

④RPAによる整合性チェックを実施し、更新後、入力結果CSVに実行結果のログを書き込む。

※①～④を繰り返し実行し、終了後にCSVを閉じる。

課税支援システム入力

①CSVからデータを１件読み込む。（宛名番号がない場合は、次の1件を読み込む）

②課税支援システムの対象者検索画面に遷移指定後、CSVから読み込んだ宛名番号で検索する。

③登録処理画面に遷移し、特別徴収区分、メモ情報などの項目を入力する。

④RPAによる整合性チェックを実施し、更新後、入力結果CSVに実行結果のログを書き込む。

※①～④を繰り返し実行し、終了後にCSVを閉じる。

事後処理

入力結果CSVでエラーとなったデータなど、RPAが更新できなかったデータについて、職員がオンライン

入力を行う。
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3.4 RPAシナリオの課題

シナリオの検証中に発生した課題を以下に示す。

(1)異動届を読み込んだCSVのうち3%が徴収済額や事業所番号の不一致により、RPAによる整合性チェックで

エラーとなり、入力結果CSVにエラー出力されたため、職員によるオンライン入力が発生した。

(2)課税支援システムの更新画面では、警告メッセージが準備されているため、 RPAソフトでは警告メッセージを

OKボタンで読み飛ばし、入力結果CSVに出力したうえで次処理に進む設定としていたが、データによっては警

告メッセージが複数回出力されることがあるため、それぞれのパターンに対応したエラー回避処理の設定が必

要である。

(3)課税支援システムにメモ情報を入力する際、既にメモ情報が登録されている場合は、上書きされてしまうた

め、メモ情報の記入が無い行を探して入力するなどの対応が必要である。

(4)宛名特定処理における検索処理の実行時に、大量データ検索によるRPAソフトのタイムアウト（初期値30秒）

が発生した。タイムアウトが発生し得る画面を特定し、タイムアウト値の変更が必要である。

6

3.RPAの適用
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4.検証結果

4. 検証結果

シナリオの検証結果を基に、多重入力が発生する期間におけるRPA適用後の作業時間および2.4項に記載した

現状の作業時間との比較結果を表-2に示す。
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単位：(H)

(E)職員

作業時間

(F)職員以外

作業時間

(1)電子データの異動届印刷 職員 2.7 2.7 -

(2)仕分け 職員 3.3 3.3 -

(3)異動届スキャニング 職員 - 2.9 -

(4)CSVデータ生成 OCR - - 2.1

(5)住民税システム、課税支援システム入力 RPA - - 94.6

(6)RPA対象外データ入力 職員 172.8 21.9 -

(7)確認帳票出力、照合 職員 22.2 22.2 -

計 － 201.0 53.0 96.7

・職員の削減時間 単位：(H)

（G）現状の職員作業時間合計:（C）計

（H）RPA適用後の職員作業時間合計:（E)計

（I）削減時間合計：（G）-（H）

（※）異動届の中には、法定様式と異なる用紙サイズや手書きのものが含まれていたため、10%が読み取り不可と仮定。

　　　また、3%が入力結果CSVでエラーのため、4,000×0.1＋4,000×0.9×0.03=508件分については、職員による

　　　オンライン入力が発生。

201.0

53.0

148.0

・期間：4/12～5/25（多重入力発生時期）

・異動届件数：4,000件

表-2　RPA適用後の作業時間および現状との比較

（A）5.1項の作業内容 （B)作業者

(C)現状

作業時間

（再掲）

（D）RPA適用後作業時間

OCR

（※）
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5.検証結果の分析と考察

5. 検証結果の分析と考察

5.1 検証結果の分析

(1) 多重入力が発生する期間における異動届業務全体の削減時間に関しては、201時間のうち148時間(74%)と、

一定の効果を得ることができた。（表-2参照）

(2) 今回の実証実験の目的であった、住民税システム翌年度分および課税支援システムへの多重入力解消につい

ては、RPAの適用により100%解消できることが確認できた。（図-4①参照）

(3) 現年度分についても異動届の読み取りができて、入力結果CSVにエラーが出力されなかった分については、

RPAによる自動入力が可能であることが確認できた。（図-4②参照）

5.2 一宮市様での実用化に向けた提案

今回作成したシナリオでは、職員がエラー分を住民税システム現年度、翌年度および課税支援システムの

全てに入力する必要があるが、住民税システム現年度のみに入力したデータを夜間のバッチ処理で抽出し、

翌年度および課税支援システム分（図-4③部分）を、今回作成したRPAの活用により自動入力することで、

更に削減の効果が得られると考えられる。

また、 多重入力の根本的な解決策として、住民税システム翌年度および課税支援システム分の入力をRPA

ではなく、バッチ処理で更新する方法も考えられる。
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　多重入力は100%解消

図-4　RPA入力件数とオンライン入力件数の割合
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6.職員の評価

6. 職員の評価

今回の実証実験で使用したRPAソフトは、入力作業、検証作業、情報取得など、様々な定例業務の自動化

に活用できるため、 RPAソフトの基本的な操作方法や、今回の実証実験で使用したコマンドを市民税課職員

に説明したうえで、評価いただいた。

6.1 検証結果に対する評価

148時間（74%）の削減という結果であったが、今後の改善によりさらに削減率を上げることも想定でき

ており、今後の実用化に向けて期待できる結果であった。

6.2 RPAソフトに対する評価

単純な条件分岐や、画面操作に関する簡易なコマンドを用いたRPAであれば職員で作成することが可能だが、

今回の実証実験で作成したRPAと同規模のもの（図-5および表-4参照）を作成することや、法改正等でシス

テムに大幅な変更が発生した場合の修正に関しては職員での対応は難しく、技術者のサポートが必要と考える。
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図-5　実証実験で作成したRPAの分岐判定イメージ(課税支援システムの特別徴収区分設定時における分岐判定)
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個票クローズ処理
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6.職員の評価

項番 区分 コマンドの概要

1 指定したUI（ﾕｰｻﾞｲﾝﾀﾌｪｰｽ）要素に指定した文字列を入力する

2 指定したUI（ﾕｰｻﾞｲﾝﾀﾌｪｰｽ）要素をクリックする

3 指定したUI（ﾕｰｻﾞｲﾝﾀﾌｪｰｽ）要素にキーボードショートカットを送信する

4 指定したUI（ﾕｰｻﾞｲﾝﾀﾌｪｰｽ）要素からテキスト値を取得する

5 指定したUI（ﾕｰｻﾞｲﾝﾀﾌｪｰｽ）要素の属性を取得する

6 指定したUI（ﾕｰｻﾞｲﾝﾀﾌｪｰｽ）要素が表示されるまで待機する

7 パスワードを暗号化する

8 変数または引数に任意の値を割り当てる

9 DataTableを作成する

10 DataTableに行を追加する

11 指定したDataTableの各行について1回ずつアクションを実行する

12 条件が満たされているあいだ特定のシーケンスを実行する

13 制御フローを2つの分岐に分割する

14 制御フローを3つ以上の分岐に分割する

15 アクティビティの中で指定した例外の種類をキャッチする

16 指定したCSVファイルからすべてのエントリを読み取る

17 指定したDataTableをCSVファイルに上書きする

表-4　実証実験で使用したコマンドの例

画面

操作

ファイル

操作

処理

制御



© Hitachi Systems, Ltd. 2018. All rights reserved.

7.RPAに関する製品計画

7. RPAに関する製品計画

現在、弊社住民情報システム「ADWORLD」が提供する業務から、RPAが適用可能な処理を選定したうえで、

RPAを構築し自治体様に提供するRPAサービスを準備している。今回の実証実験で得た課題を反映することで、

提供するRPAサービスの更なる品質向上をめざす。

■ 日立自治体ソリューション「ADWORLD」について

日立 自治体ソリューション「ADWORLD」は、日立グループが長年培った自治体システムの豊富な経験と最新

の技術を結集した、トータルソリューションです。住民と職員の方々に配慮した利用しやすいシステムを安心の

セキュリティ対策と充実のサポート体制で提供することにより、住民サービスの向上とともに、自治体経営を柔

軟に支援します。

「ADWORLD住民税システム」は当初賦課の課税準備処理から当初賦課・納付書や納税通知書等の帳票発行・

月例異動更正・証明書発行まで、個人住民税にかかわる一連の業務をサポートします。また、膨大な賦課資料

入力事務の負荷を軽減する機能も提供しています。

詳細は https://www.hitachi-systems.com/ind/adworld/ をご覧ください。

■ 日立システムズについて

株式会社日立システムズは、幅広い規模・業種システムの構築と、データセンター、ネットワークやセキュリ

ティの運用・監視センター、コンタクトセンター、全国約300か所のサービス拠点などの多彩なサービスイン

フラを生かしたシステム運用・監視・保守が強みのITサービス企業です。多彩な「人財」と先進の情報技術を組

み合わせた独自のサービスによってお客さまのデジタライゼーションに貢献し、新たな価値創造に共に取り組み、

お客さまからすべてを任せていただけるグローバルサービスカンパニーをめざします。

詳細は https://www.hitachi-systems.com/ をご覧ください。

■ 本実証実験に関する問い合わせ先

株式会社日立システムズ 公共事業拡販推進本部 新事業開拓推進部

TEL：03-5656-8273

株式会社日立システムズ 中部支社 第一営業本部 第一営業部

TEL：052-203-1141

※製品等に関する問い合わせは、最寄り支社の営業担当までお願いいたします。
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